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１．国内の木材需給
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パルプ･

チップ用

41%

製材用

34%

合板用

13%

燃料材

7%

その他

5%

16年度
総需要量
78,077千㎥

国内における木材需要(内需)

木材消費の用途別内訳 木材の国内需要

我が国では、木材の大半が建築・製紙向けとなっています。木材の国内需要は、建築市場の縮小を主因として、1989年を
ピークに減少傾向にあります。今後も、人口・世帯数の減少等を背景に、中長期的な縮小が見込まれます。

パルプ･チップ用
• 紙/板紙の原料
• リーマンショック後減少し、横這いで推移

製材用
• 約8割は建築用
• 木造新設住宅着工戸数に概ね連動

合板用
• 約6割は建築用
• 木造新設住宅着工戸数に概ね連動

燃料材
• 木炭、薪、燃料用チップ及びペレット
• 木質バイオマス発電におけるエネルギー
利用が増加

(出所)林野庁「木材需給表」を基に弊行作成

建築用材の国内需要

(*)林野庁｢木材需給表｣における｢合板用材｣と｢その他用材｣の合計。
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新設住宅着工戸数･床面積推移(構造別) 新設住宅着工戸数･床面積推移(利用関係別)
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■戸数ベース

■床面積ベース

■戸数ベース

■床面積ベース

(出所)国土交通省「建築着工統計調査報告」を基に弊行作成

(参考)国内建築市場の動向① ～新設住宅
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(参考)国内建築市場の動向② ～非住宅、リフォーム
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(*)｢広義のリフォーム金額」とは、住宅着工統計上｢新設住宅｣に計上される増築･
改築工事と、エアコンや家具等のリフォームに関連する耐久消費財、インテリア
商品等の購入費を含めた金額を指す。

(出所)国土交通省「建築着工統計調査報告」、 住宅リフォーム･紛争処理支援センター「住宅リフォームの市場規模」を基に弊行作成

非住宅着工床面積推移 リフォーム市場規模推移
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(参考)国内紙・板紙市場の動向

(出所)経済産業省「生産動態統計」を基に弊行作成

国内の紙生産量推移 国内の板紙生産量推移
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木材の輸出動向(外需)

中国での木材需要拡大に加え、フィリピンに所在する日系ハウスメーカーが、マレーシアにおける伐採規制強化等を背景
に、日本産合板の調達にシフトしたこと等もあり、木材輸出は増加傾向にあります。

(出所)財務省「貿易統計」を基に弊行作成

木材輸出額推移

■仕向国別 ■品目別
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国内における木材供給

新興国の森林資源枯渇等を背景とする将来的な調達難を見据え、政府は「2020年の木材自給率50%以上」を目標として
掲げています。

2000年代前半から合板原料として国産スギ等の活用が拡大したことに加え、木質バイオマス発電施設での利用増加等も
あって、2016年度には約30年振りに自給率35%を達成しました。

(出所)林野庁「木材需給表」を基に弊行作成

木材供給量推移
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国内林業の動向

人工林の齢級(＊)別面積 林業産出額の推移
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(*)林齢を5年の幅で括った単位。苗木を植栽した年を1年生として、1～5年生を｢1齢級｣と数える。

伐採適齢期(10齢級以上)を迎えた人工林が過半を占める一方、林業産出額は低水準に止まっている状況にあります。更
なる自給率引き上げに向けては、林業再生が急務となっています。

(出所)林野庁「森林資源の現況」、「平成29年度森林･林業白書」を基に弊行作成
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２．木材利用推進と林業経営集約化
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木材の活用推進施策

① 資源の循環利用による林業の成長産業化

② 原木の安定供給体制の構築

③
木材産業の競争力強化と新たな木材需要の創出
(CLTの開発･普及､非住宅分野での木材利用､木質バイオマス等)

④ 木材産業・林業の成長産業化等による地方創生

⑤ 地球温暖化対策、生物多様性保全への対応

クリーンウッド法とは
違法伐採された不当に安価な木材製品の流入による、林業･木材産
業への損失回避等を目的に、木材業者や建築、家具製造、製紙等
を扱う事業者に対して、合法的に伐採された木材の利用を推進する
法律(但し、罰則規定は無し)。

合法木材の利用に適切且つ確実に取り組む企業を「登録木材
関連事業者」として登録。この結果、市場から信頼ある事業者
として高い評価を得ることが可能。

CLTとは
Cross Laminated Timberの略。
木材の挽き板を層毎に繊維方向が直角になるように重ねて接着した大判
のパネル。構造用の建設資材として使用される。
分厚く丈夫であることから、他の木質建材に比べて耐震性や耐火性に優
れ、3～10階建の建築物向けを主体に、コンクリートの代替品としての活用
が期待されている。

メリット デメリット

重さが1/6と軽く輸送が容易
材料コストが嵩む他、量産体制が
未整備なため価格が高い

工場で予め加工を施すことで現場
での工期短縮が可能

遮音性に関する実証が不十分

断熱性が高い ―

■コンクリートと比較したCLTの特徴

■国内生産能力見通し

森林･林業基本計画の概要(2016/5月変更)

クリーンウッド法の概要(2017/5月施行)

CLT(直交集成板)について

(出所)林野庁「平成29年度森林･林業白書」を基に弊行作成

人口･世帯数の減少に伴う中長期的な木材の内需縮小が見込まれるなか、林野庁では、新たな需要創出に向け、非住宅
分野での木材利用等を推進する施策を打ち出しています。
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(参考)CLTの普及に向けた新たなロードマップ(2017/1月策定)

(出所)林野庁「平成29年度森林･林業白書」を基に弊行作成

目標 取組事項 17年度 18年度 19年度 20年度

C
L
T
需
要
の
一
層
の
拡
大

CLTを用いた
建築物の建築
意欲を高める

CLTを用いた建築物に取り組み易
い環境を整備

先駆性の高いCLTを用いた建築
物を周知する等、CLTを普及させ
る活動を実施

CLTを用いた
建築物を設計・
施工できる者
を増やす

設計者･施工者が木造建築物につ
いて学べる環境を整備

標準的な設計･施工に係る情報を
共有

設計義務の円滑化により、新規事
業者の参入を加速化

CLTを使い易く
する

中高層建築物において、CLTの利
用が容易になるよう、建築部材等
の開発を促進

樹種に応じた基準強度等を分析し、
合理的な設計を実現

材料コストや建築
コストを下げる

需給動向を踏まえつつ、全国的な
生産体制を構築

CLTの標準化により、効率量産体
制へ移行

纏まった需要を確保してコストを引
下げ、民間建築物におけるCLTの
需要を創出

• 24年度迄に年間50
万㎥程度の生産体
制を構築

• 製品価格を半減(7
～8万円/㎥)し施工
コストを他工法並に
引下げ

一般的な設計･施工ノウハウを蓄積するための、CLTを活用した先導的・実証的建築物や
実験棟の建設、性能検証等への支援

先駆性の高い建築物･製品を対象とする
顕彰制度の創設･実施

引続き実施

中大規模建築物の木造化に意欲的に取り組む設計者･施工者の確保に向けた
講習会等の実施

効率的な設計を可能とする、CLTを
用いた建築物の情報収集･整理

設計や積算に必要な実務
資料の整理

設計･積算ツー
ルの検討･作成

更新･充実

耐火性能の向上に向けた技術開発･国交大
臣認定の取得(2時間耐火構造･壁の開発等)、
混構造建築物の設計･施工技術開発

大臣認定仕様の普及に向けた講習会等の実施

引続き実施

追加の強度試験データを収集し、整理が
出来次第、追加告示

引続き実施

地方ブロックバランスを考慮した工場整備
【CLT生産能力】16年度：5万㎥/年 → 17年度：6万㎥/年 → 20年度：10万㎥/年

施工性･汎用性の高いパネル
サイズ等の情報収集･整理

標準規格の検討･作成

公共建築物等への積極的な活用(*2)

「基本方針」(*1)に
CLT活用を明記

国の営繕基準
への反映

(*1)公共建築物における木材の利用の促進に関する基本方針。
(*2)18年度迄に各都道府県に少なくとも1棟を整備しつつ、身近なモデル施設の一層の整備に取り組む方針。

林野庁では、2020年度にCLTの生産能力を年産10万m3まで拡大させる目標を掲げ、様々なサポートを行っています。
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(参考)住友林業による木造超高層建築の開発構想W350計画

＜建設概要＞

概要

高さ・階数 高さ350m 地上70階

建設面積 6,500㎡

延床面積
455,000㎡
（6,500㎡×70階）

構造
木鋼ハイブリッド構造
（内部は純木造）

建物用途 店舗・オフィス・ホテル・住宅

設計協力 株式会社日建設計

木材使用量 185,000m3

総工費試算 約6,000億円

＜W350計画の目的＞

①地球環境との共生

②社会との共生

街を森に変える
• 木造化の技術開発を通じ、資源・材料・建築各分野での研
究・技術開発を加速化。生き物の生活圏を繋ぐネットワーク
を形成し、都市の生物多様性にも貢献。

木材使用量・CO2の固
定量の拡大

• 木材使用量を拡大させ(W350計画の木材使用量185,000m3
は当社木造住宅の約8,000棟分<*>に相当)、林業再生による
地方活性化や木化都市づくりを実現。(*)構造材のみで試算

• CO2を炭素として固定する量も拡大(W350計画では約10万ト
ン<CO2換算>)。

地球環境負荷の低減
• 木材の利用量を森林の成長量と同等にする(現在は年間成
長量の1/4～1/5程度に留まる)ことで、森を健全な状態に保
ち、CO2の吸収量を確保。

林業の再生
• 木材需要を拡大させることで、再植林を促す。
• 山を循環させるための苗木造りを通じ、林業再生や地方活
性化にも寄与。

木材のカスケード利用

• 一定期間使用した木材は住宅用の柱・梁などに再加工・利
用し、その後新たな木質建材の原料にする等、都市の中で
循環させることが可能。最終的な廃材はバイオマス発電の
燃料とし、発電の燃焼時に発生する熱は木材の乾燥に利用。

2018年2月、住友林業は、非住宅分野への木材活用の一環として、木造超高層建築物の建設計画「W350」を始動すると
発表しました。

(出所)プレスリリースを基に弊行作成
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(参考)公共建築物の木材利用状況

戦後復興期の大量伐採により森林資源枯渇等が懸念されたことから、過去から公共建築物への木材利用は抑制されてき
ました。しかし、2010年に「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」が施行されて以降、公共建築物の木
造率は、建築物全体と比べれば依然低位ながら、徐々に上昇しています。

(出所)林野庁「平成28年度の公共建築物の木造率について」を基に弊行作成

公共建築物の木造率推移 公共建築物の都道府県別木造率(2016年度)
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北海道 47.1% 18.9%滋賀 47.5% 21.7%
青森 60.9% 32.0%京都 37.2% 7.3%
岩手 62.2% 27.1%大阪 30.8% 4.1%
宮城 53.3% 17.6%兵庫 37.2% 6.6%
秋田 62.4% 36.8%奈良 52.2% 19.4%
山形 54.9% 21.3%和歌山 50.7% 21.0%
福島 51.4% 19.2%鳥取 45.1% 7.5%
茨城 48.7% 18.2%島根 56.5% 23.8%
栃木 48.8% 17.0%岡山 43.9% 9.8%
群馬 49.3% 23.8%広島 36.1% 5.5%
埼玉 49.2% 11.7%山口 39.9% 8.0%
千葉 46.4% 14.0%徳島 52.8% 10.9%
東京 25.4% 2.8%香川 50.1% 7.7%
神奈川 43.6% 7.6%愛媛 45.5% 13.1%
新潟 56.8% 17.5%高知 40.0% 12.1%
富山 52.8% 13.3%福岡 36.1% 9.2%
石川 53.7% 10.3%佐賀 43.0% 11.3%
福井 54.9% 20.2%長崎 48.8% 13.2%
山梨 51.1% 11.9%熊本 41.9% 11.8%
長野 50.4% 16.6%大分 48.0% 18.1%
岐阜 51.8% 25.5%宮崎 54.3% 25.5%
静岡 48.0% 12.2%鹿児島 45.0% 15.2%
愛知 43.3% 12.7%沖縄 4.4% 0.2%

三重 41.8% 15.7%全国 42.3% 11.7%

建築物
全体

建築物
全体
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林業経営集約化に向けた取組

我が国は世界トップクラスの森林率を有する森林国である一方、森林保有者が相続等の過程で小規模な林業経営体に分
散している他、所有者が不明確な森林も多数存在しており、林業再生に向けたボトルネックとなっています。

これを受け、農林水産省では2018/5月に、小規模な林業経営の集約化を目的とする森林経営管理法を可決しました。

日本の国土面積と森林面積の内訳 森林経営管理法(2018/5月可決、2019/4月施行)

(単位：万ha)

国土面積
3,780

森林面積
2,508(66%)

国有林
767(31%)

民有林
1,741(69%)

私有林
1,449(83%)

公有林
292(17%)

林家・林業経営体の数と保有山林面積

129

61.7

72

11.1

164

9.1

43

0.7

108

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保有山林

面積

林家数

1～5ha 5～10ha 10～50ha 50～100ha 100ha以上

<目的>
 市町村を介し、林業経営に対する意欲の低い小規模な森林所有者の経営権を、
意欲と能力のある林業経営者に委託し、林業経営の集積･集約化を図る

 経済的に成り立たない森林を市町村が自ら経営管理を行う仕組みを構築する

(出所)林野庁「平成29年度森林･林業白書」、「森林経営管理法案の概要」を基に弊行作成

■新たな森林管理システムの概要

森
林
所
有
者

森林管理
の委託

市町村

林業経営の再委託 意
欲
と
能
力
の
あ
る
林
業
経
営
者

林業経営の
再委託を希
望する林業
を営む者を
募集・公表

都道府県

公表

 信用基金による経営改善に係る助言等
 林業・木材産業改善資金の償還期間延長
 国有林野事業における受託機会増大への配慮

支援措置

林業経営に適した森林

意欲と能力のある林業経営
者に林業経営を再委託

自然的条件に照らして林業
経営に適さない森林等

市町村による間伐等を実施
(市町村森林管理事業)

募集
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納税義務者
6,200万人

(参考)森林環境税と森林環境譲与税の創設

政府は、林業再生の財源捻出に向け、森林環境税と森林環境譲与税の創設を決定しました。納税義務者から徴収した森
林環境税を、森林環境譲与税として各自治体に配付し、間伐や路網整備、木材利用推進等の公益的機能を発揮するため
に使用する内容となっています。

制度設計のイメージ 森林環境譲与税の各年度の譲与額

(出所)林野庁「森林環境税と森林環境譲与税の創設」を基に弊行作成

国(交付税及び譲与税配付金特別会計)

都道府県

市町村

国税
森林環境税
1,000円/年

道府県民税
1,000円/年

市町村民税
3,000円/年

個人
住民税
均等割

市町村が徴収

森林環境
譲与税

市町村の支援

※市町村は森林環境譲与税の使途に
ついて、インターネット等により公表

<森林環境譲与税の使途>
 間伐(路網整備等を含む)
 人材育成、担い手確保
 木材利用推進、普及啓発
等

公益的機能の発揮

森林環境税は2024年度、森林環境譲与税は2019年度から施行
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総括

業界環境

需
要

供
給

木
材
産
業

林
業

人口・世帯数の減少
等を背景に中長期的
に需要縮小が見込ま
れる

資源保護の観点から、
将来的に新興国等か
らの木材調達が困難
となる懸念がある

伐採適齢期を迎えた
森林は多数存在する
ものの、林業経営者
の小規模分散が林業
拡大のボトルネック
となっている

国の施策

非住宅分野への木材利用
推進に向け、CLT等の新た
な木材の開発・普及に向
けた助成金制度等を設定

林業経営の再生に向け、
2018/5月に森林経営管理
法を制定(2019/4月施行)

林業再生の財源を確保す
べく、2019年度以降森林
環境税や森林環境譲与税
を導入予定

今後の見通し

非住宅分野への商圏拡
大を企図した、ハウス
メーカーによるゼネコ
ンとのアライアンス

原材料の安定調達、価
格競争力の強化を企図
した、木材業者、加
工・流通業者、ユー
ザー等による森林資源
の囲い込み

森林資源の集約化に伴
う調達先の価格交渉力
の高まりを見据えた、
加工・流通業者等の再
編・アライアンス
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Appendix(1). 木材産業の流通構造
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木材産業の流通構造

原木の供給者である森林所有者や原木市場が小規模かつ各地に分散していることなどを背景に、加工･流通事業者につ
いても小規模で分散しています。結果として、加工･流通事業者の価格交渉力が弱まり、低収益を余儀なくされる傾向にあ
ります。

木材加工･流通の概観

川上(森林所有者等) 木材産業(加工･流通事業者) 川下(消費者)

(単位：万㎥<丸太換算>)(*)

（*）図中の<>内の数値は2016年の実績値。尚、統計上明らかなものを記載しており、その合計値は必ずしも一致しない。

川上(森林所有者等) 木材産業(加工･流通事業者) 川下(消費者)

(出所)林野庁「平成29年度森林･林業白書」を基に弊行作成

国産材
<2,714>

輸入製材
<4,457>

輸出丸太

集成材
工場

住宅
メーカー・
工務店
等

製紙
工場

発電･
熱利用
施設

住宅･
公共建築物等

紙･板紙

エネルギー

輸出製材

<1,219>

<388>

<498>

<29>

<446>

チップ
工場
<498>

合単板
工場
<487>

製材
工場
<1,618>

プレ
カット
工場

製
品
市
場

木
材
販
売
業
者

<2,635>

原
木
市
場

<400>

<100> その他
(木質
ボード等)

<65>

輸入燃料
<135>

チップ
工場

輸入丸太
<502>
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0

700

1,400

2,100

2,800

3,500

4,200

0

2

4

6

8

10

12

01020304050607080910111213141516

大規模(300.0kW以上)(左軸) 中規模(75.0～300.0kW)(左軸)

小規模(75.0kW未満)(左軸) 1工場あたり処理量(右軸)

(千工場) (百万m3)

(年度)

建築用材産業の動向

林野庁では、木材産業の競争力強化に向け木材の加工･流通体制の整備を進めています。これにより、製材･合板･プレ
カット工場の大規模化や小規模工場の淘汰、流通短縮化が進むとみられます。

(出所)農林水産省「木材統計」を基に弊行作成

(出所)林野庁「平成23年度森林･林業白書」を基に弊行作成

林野庁による加工･流通体制の整備 製材工場数と1工場当たりの処理量推移

施策 内容

新流通･加工システム
(2004年)

大規模な合板･集成材工場の建設補助

新生産システム
(2006年)

大ロット供給、川上･川下の連携推進

製材工場と木材生産者による直接契約
(木材市場を介さない)

森林･林業再生プラン
(2009年)

木材の流通構造を大規模･効率化
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2018年度 CLT関連予算①

省庁 事業名 事業内容 補助額(率) 補助対象者

林野庁

非住宅分野を中心とした無
垢構造材等利用拡大事業

 格付実績が低位なJAS構造材(無垢製材、
CLT)の積極活用を宣言した事業者を登録･
公表

 登録事業者が、先例となる建築を実証的に
行う場合、使用したJAS構造材の調達費の
一部を支援

1m3当たり15万円 建築業者

CLT等新たな木質建築部材
利用促進・定着事業

 普及･波及効果の高い協議会方式により、
CLT建築物の設計･建築の取組等を支援

3/10(4階以上、延床面積300
㎡以上で技術的に優れたも
のは1/2)

建築主等

林業・木材産業成長化促進
対策

 CLT活用等地域材利用のモデルとなる公共
建築物の木造化･木質化を重点的に支援

①木造化：建設工事費の15%
（CLT等を活用する場合は
1/2以内）
②木質化：同3.75%

地方公共団体、
民間事業者等

国土
交通省

サステナブル建築物等先導
事業(木造先導型)

(1)多様な用途の先導的木造建築物への支援
 先導的な設計・施工技術が導入された、実
用的で多様な用途の木造建築物等に関して、
整備費用の一部を助成

①調査設計費：先導的な木
造化に関する費用の1/2以
下

②建設工事費：木造化による
掛増し費用の1/2以下

民間事業者、地
方公共団体等

(2)実験棟整備への支援と性能の検証
 CLT等新たな木造建築材料を用いた工法等
の実証に係る費用や、居住性等を確認する
実験棟整備費用の一部を助成

定額（上限30百万円）
民間事業者、地
方公共団体等

(出所)林野庁「平成30年度林野庁予算概算決定の概要」、国土交通省「平成30年度住宅局関係予算概要」、環境省「平成30年度環境省重点施策集」を基に弊行作成



Copyright © 2018 Sumitomo Mitsui Banking Corporation. All Rights Reserved.
24

2018年度 CLT関連予算②

省庁 事業名 事業内容 補助額(率) 補助対象者

環境省

木材利用による業務用
施設の断熱性能効果検
証事業

CLT等を用いたモデル建築物を建設し、断熱性
能等の省エネ・省CO2効果の定量的な検証を実
施

設計費・工事費・設備費・実証
計測費等の3/4（上限5億円）

CLT等建築物を
所有する法人、
地方公共団体
等

業務用施設等における
ネット・ゼロ・エネルギー・
ビル（ZEB）化・省CO2促
進事業

地方公共団体所有施設及び中小規模の民間業
務用ビル等における、ZEBの実現に資する省エ
ネ・省CO2性の高いシステム・設備機器等の導入
を支援【CLT等の新たな木質部材を用いるZEBの
優先採択枠を設定】

ZEB実現に寄与する空調、照
明、給湯、BEMS装置等の導入
費用の2/3（上限3億円/年、大
規模地方公共団体施設5億円
/年）

建築物を所有す
る法人、地方公
共団体等

賃貸住宅における省CO2
促進モデル事業

賃貸住宅の低炭素化促進に向け、省エネ基準を
満たす賃貸住宅の新築・改修に要する追加的な
費用を助成【CLTを活用したZEBの優先採択枠を
設定】

一定の断熱性能と省エネ基準
を満たす賃貸住宅の新築・改
修に要する費用(追加的な給湯、
空調、照明設備等)の1/2（省
エネ基準20%以上、上限60万
円/戸）、1/3（省エネ基準10%
以上、上限30万円/戸）

賃貸住宅を建
築・管理する者

ネット・ゼロ・エネルギー・
ハウス(ZEH)化による住
宅における低炭素化促
進事業

低炭素化性能の優れた先進素材（CLT等）の普
及や、再生可能エネルギーの熱活用促進に向け、
ZEHの交付要件を満たす戸建住宅の新築・改修
に要する費用を助成

①定額（上限70万円／円）、②
低炭素化素（CLT等）を一定量
使用した場合は定額上乗せ
（上限90万円/戸）

住宅を建築・改
修する者

(出所)林野庁「平成30年度林野庁予算概算決定の概要」、国土交通省「平成30年度住宅局関係予算概要」、環境省「平成30年度環境省重点施策集」を基に弊行作成


